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熊本県工事入札参加者資格審査格付要綱 

 

（平成１５年３月７日告示第２２１号） 

（平成１７年４月１日告示第３７７号一部改正） 

                     （平成２１年３月２３日告示第２２５号一部改正） 

 （平成２３年５月３１日告示第５７９号一部改正） 

（平成２５年６月２５日告示第６４３号一部改正） 

（平成２６年４月３０日告示第４４４号一部改正） 

（平成２８年９月３０日告示第８３８号一部改正） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、熊本県が発注する建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条

第１項に規定する建設工事をいう。）の一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）

に参加しようとする者についての必要な資格（以下「入札参加者資格」という。）及び入札参加者

資格の審査（以下「資格審査」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （入札参加者資格の認定及び格付等） 

第２条 入札参加者資格は、別に定める工事入札参加者資格審査申請要領に基づき資格審査の申請

をした者で、次の各号のすべてに該当するものに対し、別に定める工事入札参加者資格審査会の

審査を経て、建設業法の別表に規定する建設工事の種類ごとに認定するものとする。 

 (１)  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者に該当

しない者 

 (２)  建設業法第２条第３項に規定する建設業者 

 (３)  建設業法第２７条の２３の規定により経営に関する客観的事項の審査を受けている者 

２ 別表（工事種類規模別等級表）に掲げる建設工事（以下「格付業種」という。）について資格審

査の申請をした熊本県内に主たる営業所を有する者については、入札参加者資格の認定に併せて、

次の各号に掲げる事項について別に定める基準により審査のうえ別表に掲げる等級に格付け（順

位付けを含む。）するものとする。 

 (１)  等級区分の資格要件 

 (２)  評価項目 

  ア 経営事項 

    建設業法第２７条の２３の規定による経営に関する客観的事項の審査結果 

  イ 技術事項等 

   (ア)  主として請け負う建設工事の種類別工事成績 

   (イ)  信用の度合 

   (ウ)  その他 

３ 格付業種について資格審査の申請をした熊本県外に主たる営業所を有する者及び格付業種以外

の工事について資格審査の申請をした熊本県内に主たる営業所を有する者については、入札参加

者資格の認定に併せて、建設業法第２７条の２３の規定による経営に関する客観的事項の審査結

果により順位付けするものとする。 

 

 （入札参加者資格の認定除外） 

第３条 次の各号のいずれかに該当すると認められる者については、その事実があった後２年間入

札参加者資格を認定しないことができる。 

 (１)  契約の履行に当たり故意に工事を粗雑にし、又は工事材料の品質若しくは数量に関して不

正の行為をした者 

 (２)  競争入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不

正の利益を得るため連合した者 

 (３)  落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

 (４)  監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 (５)  正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

 (６)  建設業法の規定に違反した者 

 (７)  県との請負契約に関し不誠実な行為をした者 
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 (８)  営業の実態がないと認められる者 

 (９)  国税（所得税又は法人税及び消費税）又は県税（事業税、自動車税及びその他県税）の納

税義務を怠っている者 

 (10) 労賃の不払若しくは支払の遅延のある者又は労災保険料の納付を怠っている者 

 (11) 工事検査員が重要と認めて発した工事指摘事項通知書を受けている者 

 (12) 入札、工事執行等について故なく他人に暴力威圧を加えて目的を果たそうとする行為のあ

った者 

 (13) 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代

理人、支配人その他の使用人として使用した者 

 

 （入札参加者資格の有効期間） 

第４条 資格審査は、２年に１回行うことを定期とし、入札参加者資格の有効期間は、次期の定期

の資格審査の結果の適用日の前日までとする。ただし、定期の資格審査以外の資格審査を行うこ

とができるものとし、その場合の有効期間は次期の定期の資格審査の結果の適用日の前日までと

する。 

 

 （資格審査の結果の修正等） 

第５条 入札参加者資格の認定の後に、建設業法第２７条の２３の規定による経営に関する客観的

事項の審査結果等に修正があった場合又は資格審査の申請をした者の営業形態に著しい変更があ

った場合は、資格審査の結果の修正又は取消しを行うことができるものとする。 

 

 （資格審査の結果の通知） 

第６条 知事は、資格審査を行ったときは、資格審査の申請を行った者に対して、当該資格審査の

結果を通知するものとする。 

 

 （有資格者名簿） 

第７条 知事は、入札参加者資格を有する者の名簿を作成し、これを閲覧に供するものとする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 ２ 平成２５年６月２５日から平成２６年４月３０日までの間における第２条第２項の規定の適

用については、「別表」とあるのは、「附則第２項の表」とする。 

  

工 事 種 類 規 模 別 等 級 表 

工事の種類 等  級 工 事 の 請 負 対 象 金 額 
土木一式工事 Ａ１ 

 

Ａ２ 

 

Ｂ 

 

Ｃ 

７，０００万円以上 

   

       １，５００万円以上      ７，０００万円未満 

   

      ３００万円以上      １，５００万円未満 

 

          ３００万円未満 

建築一式工事 
Ａ１ 

 

Ａ２ 

 

Ｂ 

 

Ｃ 

 

Ｄ 

   １億２，０００万円以上 

 

    ５，０００万円以上    １億２，０００万円未満 

 

    ２，５００万円以上      ５，０００万円未満 

 

    １，０００万円以上      ２，５００万円未満 

 

       １，０００万円未満 
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ほ装、電気 

及び管工事 Ａ 

 

Ｂ 

 

Ｃ 

      １，０００万円以上 

 

           ３００万円以上      １，０００万円未満 

 

           ３００万円未満 

 

 

   附 則（平成１７年４月１日告示第３７７号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成２１年３月２３日告示第２２５号） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年５月３１日告示第５７９号） 

この要綱は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則（平成２５年６月２５日告示第６４３号） 

この要綱は、平成２５年６月２５日から施行する。 

附 則（平成２６年４月３０日告示第４４４号） 

この要綱は、平成２６年５月１日から施行する。 

  附 則（平成２８年９月３０日告示第８３８号） 

この要綱は、平成２８年１０月３日から施行する。 

 

別表 

工 事 種 類 規 模 別 等 級 表 

工事の種類 等  級 工 事 の 請 負 対 象 金 額 
土木一式工事 

Ａ１ 

 

Ａ２ 

 

Ｂ 

 

Ｃ 

７，０００万円以上 

     

１，５００万円以上      ７，０００万円未満 

       

５００万円以上      １，５００万円未満 

       

５００万円未満 

建築一式工事 
Ａ１ 

 

Ａ２ 

 

Ｂ 

 

Ｃ 

 

Ｄ 

  １億３，２００万円以上 

     

    ５，５００万円以上    １億３，２００万円未満 

     

    ２，７５０万円以上      ５，５００万円未満 

     

    １，１００万円以上      ２，７５０万円未満 

     

       １，１００万円未満 

ほ装、電気 

及び管工事 Ａ 

 

Ｂ 

 

Ｃ 

      １，１００万円以上 

       

           ３３０万円以上      １，１００万円未満 

       

           ３３０万円未満 

 


